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概要（Executive Summary） 

 

 本テクニカルレポートは、法科大学院共通到達度確認試験管理委員会が実施する共通到達

度確認試験（以下「本試験」）について、第 1 回（令和元年度・2020 年 1 月実施）から第 7 回（令

和 7 年度・2026 年 1 月実施）までの 7 回分を対象に、試験実施の経緯および測定特性を報告

するテクニカルレポートである。 

 本試験は、憲法・刑法・民法の 3 科目について、正誤式と多肢選択式を 2：1 の比率で組み合

わせた計 30 問（民法 45 問）を各回共通の構成で出題してきた。受験者数は各科目 560〜637

名の範囲で推移し、全 7 回を通じて安定した実施が確認される。出題に際しては民法・刑法の

各改正に逐次対応しており、訂正事項（正誤表）の発生は全回において確認されなかった。 

 本テクニカルレポートでは、古典的テスト理論（CTT）による測定特性の分析を行った。ただ

し、CTT に基づく諸指標（正答率・識別力・KR-20 等）はいずれも当該回の受験者集団に依存し

た記述統計であり、集団の違いを超えた普遍的な項目特性を表すものではないことに留意が

必要である。 

 内的一貫性の指標である KR-20（推定）は、第 2〜7 回において 3 科目合計では 6 回すべて

で 0.90 以上（0.90〜0.93）を示した。（なお、第 1 回については識別力データ不存在のため KR-

21（推定）を算出し、3 科目合計で 0.86 の十分な水準を確認した）。 

 以上の知見は、本試験が第 1 回から第 7 回にわたり、高い内的一貫性と制度的安定性を両

立した評価ツールとして機能してきたことを実証的に示している。3 科目合計の内的一貫性が

一貫して高い水準を維持したことは、出題構成および受験者集団の年度間変動にかかわら

ず、問題セット内の項目間整合性が確保され、測定誤差が小さく抑えられてきたことの客観的

な証左である。 

 本試験の構成概念妥当性の論証は、内容・内部構造・予測の三側面から継続的に積み上げ

られている。内容面では、20 数名の研究者教員からなる作題委員会による科目別の集団的審

議と法曹三者を含む合同フィードバック会議が、出題内容の体系的質保障を担っている（第 1

部 1-2 節参照）。内部構造面では、本レポート第 2 部が焦点を当てている内的一貫性の高さ

が、その実証的基盤の一つを提供する。予測面では、管理委員会が継続実施している追跡調

査において、試験スコアが法科大学院での学修成果および司法試験合否と有意に連動するこ

とが確認されている（共通到達度確認試験管理委員会, 2026）。これらの取り組みと知見は総じ

て、本試験が高い測定的堅牢性と内的一貫性を備えた共通評価基盤として確立されているこ

とを示している。 
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はじめに 

本レポートは、法科大学院共通到達度確認試験管理委員会が実施する共通到達度確認試験について、第 1 回（令

和元年度・2020 年 1 月実施）から第 7 回（令和 7 年度・2026 年 1 月実施）までの 7 回分を対象として作成したテクニ

カルレポートである。 

本レポートでは、試験設計・実施・分析の手順とデータを透明かつ詳細に記録することを主目的とする。本レポート

は、これまで実施してきた試験の信頼性と安定性を独立に検証できるよう、必要な情報を包括的に提供することを意

図している。 

本レポートの分析は全受験者データに基づくものである。第 1 部（実施報告）では、各回の試験日程・出題構成・受

験者数・訂正事項の有無を回ごとに報告する。第 2 部（古典的テスト理論による測定特性の報告）では、古典的テス

ト理論（Classical Test Theory: CTT）に基づき、テスト得点の記述統計・信頼性係数（KR-20）・問題別正答率および

識別力（点双列相関係数）を報告する。分析にあたっては、識別力の内部資料が存在する第 2〜7 回を主たる分析

対象とし、第 1 回については参考値として併記する。 
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第 1 部 実施報告 

 

第 1〜7 回の全回について試験日程・作題体制・出題構成・受験者数・訂正事項の有無を報告する。 

1-1 各回実施概要 

 

回 実施年度 実施日 
憲法受験者

数 
刑法受験者

数 
民法受験者

数 
3 科目受験者数 

第 1 回 令和元年度 2020 年 1 月 12 日 603 601 603 601 

第 2 回 令和 2 年度 2021 年 1 月 10 日 562 561 560 560 

第 3 回 令和 3 年度 2022 年 1 月 9 日 561 564 564 560 

第 4 回 令和 4 年度 2023 年 1 月 8 日 604 605 605 599 

第 5 回 令和 5 年度 2024 年 1 月 7 日 615 614 616 613 

第 6 回 令和 6 年度 2025 年 1 月 12 日 631 631 629 627 

第 7 回 令和 7 年度 2026 年 1 月 11 日 636 637 635 634 

*「3 科目受験者数」は、全 3 科目を受験し、3 科目合計得点が記録されている人数。 

1-2 作題とフィードバック体制 

本試験の出題は、憲法・刑法・民法の各分野の研究者教員 20 数名で構成される作題委員会が担う。問題は科目ご

とに委員による集団的審議を経て作成されており、各科目の出題範囲の体系的な検討と問題の内容的整合性が組

織的に確保されている。 

 

各回の試験実施後には、管理委員・作題委員の合同会議が開催され、本レポートに示す得点分布・正答率・識別力

等の測定特性に関する報告が作題委員にフィードバックされる。この会議には管理委員・作題委員に加え、法曹三

者からのフィードバック委員も参加しており、法学教育の目標に照らした実質的な評価と法実務の観点が継続的に

作題プロセスに反映される体制となっている。各回のフィードバックは翌年度の作題における出題範囲・問題構成の

改善に向けた参考資料として活用される。 

1-3 第 1 回（令和元年度） 

実施日：2020 年 1 月 12 日 

 

出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

改正民法（平成 29 年法律第 44 号・第 45 号）に基づき出題。受験要綱に訂正事項（正誤表）の記載なし。 

途中退出は原則禁止（試験終了まで退出不可）。 

1-4 第 2 回（令和 2 年度） 

実施日：2021 年 1 月 10 日 
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出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

民法：平成 30 年法律第 59 号（成年年齢関係）による改正後の法律（施行前の改正を含む）に基づき出題。受験時

の注意事項に衛生用品（マスク等）の持込明記（COVID-19 対応）。訂正事項なし。 

第 2 回より途中退出可規定（開始 30 分後〜終了 5 分前までの途中退出を認める）に変更、衛生用品（マスク等）持
込明記も追加記載。 

1-5 第 3 回（令和 3 年度） 

実施日：2022 年 1 月 9 日 

 

出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

民法：平成 30 年法律第 59 号（成年年齢関係）および令和 3 年法律第 24 号（所有者不明土地関係）による改正後

の法律に基づき出題。衛生用品（マスク等）持込明記継続。訂正事項なし。 

令和 3 年民法改正（所有者不明土地関係）が出題範囲に追加。 

1-6 第 4 回（令和 4 年度） 

実施日：2023 年 1 月 8 日 

 

出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

民法：令和 3 年法律第 24 号（所有者不明土地関係）による改正後の法律に基づき出題（平成 30 年改正の明示な

し）。訂正事項なし。 

1-7 第 5 回（令和 5 年度） 

実施日：2024 年 1 月 7 日 
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出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

刑法：令和 4 年法律第 67 号のうち拘禁刑創設・執行猶予制度改正部分は令和 5 年 9 月 1 日時点で未施行のため

出題対象外。民法：令和 4 年法律第 102 号（嫡出推定制度等の改正）による改正後の法律に基づき出題。訂正事

項なし。 

刑法の出題範囲に関する注記が第 5 回より追加（拘禁刑関連未施行部分の明示）。 

1-8 第 6 回（令和 6 年度） 

実施日：2025 年 1 月 12 日 

 

出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

刑法：令和 4 年法律第 67 号の拘禁刑関連部分は令和 6 年 9 月 1 日時点でも未施行（第 5 回と同様の注記）。民

法：令和 6 年法律第 33 号（父母の離婚後等の子の養育に関する見直し）による改正後の法律に基づき出題。訂正

事項なし。 

民法の出題範囲に令和 6 年改正（子の養育関係）が追加。 

 

1-9 第 7 回（令和 7 年度） 

実施日：2026 年 1 月 11 日 

 

出題構成 

科目 問題数 出題形式 試験時間 

憲法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（13:00〜13:50） 

刑法 30 問 正誤式 20 問・多肢選択式 10 問 50 分（14:20〜15:10） 

民法 45 問 正誤式 30 問・多肢選択式 15 問 75 分（15:40〜16:55） 

 

特記事項 

民法：令和 7 年法律第 56 号・第 57 号（譲渡担保契約および所有権留保契約に関する法律）による改正後の法律に

基づき出題。刑法に関する拘禁刑関連の注記なし（第 5・6 回と異なる）。正解・解説の発表先が toutatsudo.net に変

更（法科大学院協会サイトから）。試験結果分析に関する記述が改訂（大学の義務の明確化）。訂正事項なし。 

第 7 回より正解・解説公表先 URL 変更および試験結果分析規定の改訂。 
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第 2 部 古典的テスト理論（CTT）による測定特性の報告 

2-1 分析上の留意事項 

第 2 部では、古典的テスト理論（CTT）の枠組みに基づき、本試験の測定特性を報告する。CTT は、テストによって

得られた観測スコア（X）が真のスコア（T）と測定誤差（E）の和（X = T + E）として表されるという基本モデルに立脚す

る1。信頼性係数はこのモデルにおける観測スコアの分散（σ²_X）に占める真のスコアの分散（σ²_T）の割合（ρ_XX' 

= σ²_T / σ²_X）として定義され、1 に近いほど測定誤差が小さく安定した測定が実現していることを示す。CTT はこ

うした枠組みのもとで、テスト得点や正答数得点の記述統計・正答率・識別力・信頼性係数をはじめとする解釈が容

易な指標群を通じて測定の質を多角的に把握できる実務性を持つ。本報告書では、このうちテスト得点・正答数得点

の記述統計（2-2 節）・信頼性係数 KR-20（2-3 節）・識別力（点双列相関係数）（2-4 節・2-5 節）・問題別正答率（2-5

節）を報告する。 

第 2 部の節構成は次のとおりである。2-2 節では傾斜配点（正誤式（2 択）が 1 点、多肢選択式（5 択）が 3 点）に基

づくテスト得点の記述統計（第 1〜7 回）を、2-3 節では信頼性係数指標（KR-21・KR-20）（第 1〜7 回）を、2-4 節で

は識別力の分布と安定性（第 2〜7 回）を、2-5 節では問題別正答率・識別力一覧（第 1〜7 回）をそれぞれ報告す

る。 

分析にあたり受験者の個票データが利用できないため、2-3 節の信頼性係数の算出には得点分散の推定値を採用

している。また、問題別識別力の内部資料が存在するのは第 2〜7 回のみであり、識別力を用いる分析（2-4 節・2-5

節）では第 2〜7 回を主たる対象とし、第 1 回については参考値として併記している。推定方法の詳細および各指標

の解釈上の留意事項については 2-3 節において説明する。 

2-2 テスト得点の記述統計（第 1〜7 回） 

正誤式（2 択、憲法・刑法各 20 問、民法 30 問、各 1 点）と多肢選択式（5 択、憲法・刑法各 10 問、民法 15 問、各 3

点）の傾斜配点によるテスト得点を報告する。このテスト得点が受験生及び法科大学院に報告されている。 

憲法 

 

回 受験者数 平均点 標準偏差 最高点 最低点 満点 

第 1 回 603 30.5 7.4 48 8 50 

第 2 回 562 31.1 7.4 49 9 50 

第 3 回 561 28.2 6.3 47 12 50 

第 4 回 604 32.7 6.8 49 12 50 

第 5 回 615 30.5 7.3 48 12 50 

第 6 回 631 35.0 7.3 50 13 50 

第 7 回 636 33.1 7.1 50 14 50 

 
1 CTT の基本モデル X = T + E は、以下の公理的仮定に基づく：（i）測定誤差の期待値はゼロ（E(E) = 0）、すなわち誤差はランダ

ムであり多数回の繰り返しで相殺される；（ii）真のスコアと測定誤差は無相関（ρ(T, E) = 0）；（iii）並行テスト間の誤差は互いに無

相関（ρ(E₁, E₂) = 0）；（iv）真のスコアと別テストの誤差は無相関（ρ(T₁, E₂) = 0）。これらの仮定のもとで観測スコアの分散は

σ²_X = σ²_T + σ²_E と分解され、信頼性係数 ρ_XX' = σ²_T / σ²_X が導出される。CTT の指標は受験者集団の特性（能力分

布）に依存するサンプル依存性を持つため、回間の指標値の直接的比較には留保が必要である。したがって本レポートでは各回

を独立した分析単位として CTT を適用している。なお、能力推定と問題特性の分離という点では項目反応理論（IRT）が優れる

が、本試験への適用には以下の制約がある。正誤式問題を含む本試験では、困難度・識別力・当て推量の 3 パラメータを推定す

る 3PL モデルの適用が適切となるが、当て推量パラメータ（c パラメータ）を自由推定する 3PL では、安定した推定には少なくとも

1,000 名以上の受験者と 40 項目以上が必要とされている（DeMars 2010; 渡辺・野口 1999）。この点で、本試験は受験者数（各回

560〜637 名）においていずれの科目もこの水準を下回り、項目数においても憲法・刑法（各 30 問）はこの基準を充たさない（民法

は 45 問であり項目数の基準は充たす）。そのため、本試験の特性把握には依然として CTT の枠組みが有効であり、7 回分の継

続的蓄積は、回間の安定性を実証するに十分なデータ基盤を提供している。 
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刑法 

 

回 受験者数 平均点 標準偏差 最高点 最低点 満点 

第 1 回 601 35.6 6.6 49 7 50 

第 2 回 561 27.1 7.8 49 10 50 

第 3 回 564 38.1 6.2 50 20 50 

第 4 回 605 39.6 6.1 50 15 50 

第 5 回 614 35.3 6.8 50 15 50 

第 6 回 631 35.2 7.8 50 14 50 

第 7 回 637 38.6 6.0 50 15 50 

 

民法 

 

回 受験者数 平均点 標準偏差 最高点 最低点 満点 

第 1 回 603 47.5 10.7 73 22 75 

第 2 回 560 43.5 9.8 72 18 75 

第 3 回 564 44.6 8.8 68 17 75 

第 4 回 605 44.7 10.3 71 15 75 

第 5 回 616 47.9 9.8 73 21 75 

第 6 回 629 52.2 8.9 74 25 75 

第 7 回 635 47.9 10.8 75 22 75 

 

3 科目合計 

 

回 受験者数 平均点 標準偏差 最高点 最低点 満点 歪度 尖度 

第 1 回 601 113.6 20.7 167 63 175 0.080 -0.468 

第 2 回 560 101.7 21.2 161 52 175 0.314 -0.330 

第 3 回 560 111.0 16.8 160 63 175 0.093 -0.145 

第 4 回 599 117.1 19.4 163 60 175 -0.162 -0.195 

第 5 回 613 113.7 19.9 167 58 175 -0.023 -0.331 

第 6 回 627 122.4 20.4 170 68 175 -0.124 -0.476 

第 7 回 634 119.5 20.2 170 64 175 -0.031 -0.460 

※歪度および尖度は、受験者数を試験回ごとに分析対象母集団として扱い、不偏補正を行わない母集団モーメント公式により算

出。尖度は、Fisher 定義による尖度（正規分布 = 0）。 
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2-3 信頼性係数（KR-21・KR-20）（第 1〜7 回） 

本試験の測定設計に即した内的一貫性指標の選択－KR-20 の採用根拠 

本試験は、正誤式（憲法・刑法各 20 問、民法 30 問）と多肢選択式（憲法・刑法各 10 問、民法 15 問）を 2：1 の比率

で構成しており、両形式とも正答・誤答の 2 値（1/0）で採点される。信頼性係数の代表的指標である Cronbach's α

は、本試験が採用する傾斜配点（正誤式 1 点・多肢選択式 3 点）のもとでは直接適用に制約があるため2、2 値

（1/0）採点データを前提とした場合に Cronbach'sα と数学的に等価な KR-20（Kuder-Richardson Formula 20；Kuder 

& Richardson, 1937）を採用する3。 

ただし、KR-20 の算出には受験者個票データが必要であるが、本試験ではこれが利用できない。そこで利用可能な

データに応じた推定値を採用した。第 1 回は識別力データが存在しないため正答率と傾斜配点スコアの標準偏差を

用いた KR-21（推定）、第 2〜7 回は識別力（点双列相関係数）4を用いた KR-20（推定）をそれぞれ算出した。推定手

順の詳細は後述の「指標計算方法の詳細」を参照されたい。 

本試験スコアの解釈に向けた信頼性の理論的枠組み 

内的一貫性指標（α・KR-20）と理論的信頼性係数 ρ_XX'の関係については重要な留保がある。Cronbach's α（お

よび KR-20）が理論的信頼性 ρ_XX'と数値的に一致するのは、全項目が共通の真のスコアに同じ大きさで寄与する

「本質的 τ 等価（essentially tau-equivalent）」の条件が成立する場合に限られる。この条件が成立する場合に α = 

ρ_XX'、成立しない（項目ごとに真のスコアへの寄与の大きさが異なる共因子的・congeneric な場合）には α ≤ 

ρ_XX'（下界）という関係が成立する5。したがって内的一貫性指標は、「テスト内の項目間の相互相関の均質性」を

測るものであり、理論的信頼性の推定値として等価となるのは特定条件下に限られ、一般にはその（保守的）下界と

して機能すると理解することが正確である。 

本試験では、正誤式・多肢選択式の混在により両形式間で項目識別力が構造的に異なりうるため、本質的 τ 等価

の仮定は厳密には成立しない。さらに、正誤式における当て推量も能力に起因しない誤差分散を増大させ項目間共

分散を抑制することで、KR-20 を保守的な値に傾ける独立した要因として働く。他方、本推定に用いた識別力（rᵢₜ）

は部分-全体相関（part-whole correlation）の影響でやや過大推定の傾向があり、これにより KR-20（推定）は真の

KR-20 よりわずかに過大推定の方向に偏る可能性がある（詳細は「指標計算方法の詳細」参照）。τ 等価不成立に

よる過小推定方向と部分-全体相関（part-whole correlation）による過大推定方向という二つの要因が相反する形で

働くため、KR-20（推定）が真の信頼性に対して過大・過小いずれの方向に偏るかを確定的に言うことはできない。こ

れらを踏まえ、本報告書で提示する KR-20（推定）の数値は参考値として解釈することが妥当である。なお、本試験

は全実施回を通じて同一の問題形式構成比（2：1）を厳密に維持しているため、回間比較においてこれらの偏りの方

向と大きさは安定しており、回間比較の枠組みとしての内的整合性は確保されている。 

到達度確認と構成概念妥当性論証－本試験における内的一貫性の位置づけ 

高い内的一貫性が維持されていることは、到達度確認という本試験の目的に照らして以下の三点において特に重要

な意義を持つ。 

 
2 傾斜配点スコアに対して Cronbach's α を算出すると、多肢選択式問題の項目分散が正誤式の 9 倍（3²倍）に達することから、

係数が実質的に多肢選択式問題の内的一貫性を強く反映したものとなり、正誤式と多肢選択式を同等に扱った正答数スコアの

内的一貫性の評価には適さない。  
3 本試験のデータはすべて正答（1）または誤答（0）の 2 値データであるため、古典的テスト理論（CTT）における信頼性係数の推

定手法として、KR-20（Kuder-Richardson Formula 20）を採用した（Kuder and Richardson 1937; Cronbach 1951）。KR-20 は、2 値

採点データに対する信頼性係数の推定公式であり、Cronbach's α と数学的に等価な関係にある（2 値データの場合には KR-20

＝Cronbach's α となる）。  
4 点双列相関係数の理論的基礎については Richardson (1936) および Gulliksen (1950) を参照。本レポートで報告する識別力

は、分析システムの仕様に基づき、合計得点から当該問題のスコアを除く補正を行わない通常の点双列相関係数として算出され

ている。補正なし版の識別力は、各問題の得点が合計得点に含まれることによる部分-全体相関（part-whole correlation）の影響

で、修正済み版に比べてやや高めに推定される傾向がある点に留意されたい。なお、合計得点から当該問題のスコアを除いた

上で相関を算出する修正済み I-T 相関（corrected item-total correlation）については Nunnally and Bernstein (1994, 284–287) を

参照。  
5 本質的 τ 等価（essentially tau-equivalent）の条件、すなわち全項目の因子負荷量（λᵢ）が等しい場合には α = ρ_XX'、成立

しない共因子的（congeneric）な場合には α ≤ ρ_XX'（下界）となる（Novick & Lewis, 1967; Sijtsma, 2009）。本試験における偏り

の方向については本文を参照。 
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第一に、高い内的一貫性は科目別合計得点が「到達度」の要約指標として統計的に正当化されることを裏付ける。

内的一貫性が高いということは、問題セット内の各問題への反応パターンが共通の潜在的構成概念と整合的である

ことを示す。換言すれば、「憲法 30 問の合計得点」が「憲法の到達度」という一次元的な軸を意味のある形で要約し

ているという解釈を支持する証拠となる。内的一貫性が低ければ合計得点は異質な複数の要素の混合物に過ぎず、

到達度の指標としての解釈可能性が損なわれる。 

第二に、多様な出題トピックをカバーしながら高い内的一貫性が達成されていることは、法律学の知識・理解が当該

分野内で統合された構造を持つという実質的想定を実証的に支持する。法律学の知識は個別知識の集積ではなく、

原理・判例・解釈論の相互連関として構造化されており、到達度が高い受験者は多様なトピックをカバーする問題全

体にわたって一貫して正答する傾向を持つと考えられる。内容的広さと高い内的一貫性の両立は、この想定の経験

的確認であるとともに、到達度確認テストとして特に望ましい性質である。 

第三に、内的一貫性が高い＝測定誤差が小さい（σ²_E が σ²_X に占める割合が小さい）ということは、到達水準に

達しているかどうかという判断が測定誤差による偶然のブレに左右されにくいことを意味し、到達度確認という目的

において実践的意義を持つ。ただし、合否判定の一貫性をより直接的に評価するには、決定一貫性係数等の基準

準拠テスト固有の指標が本来は適切であり、KR-20 はその参考的な代替指標として位置づけられる。 

なお、本試験が憲法・刑法・民法を別個の問題セットとして分離していることは、内的一貫性の観点からも整合的な

設計である。法律学の構成概念は領域内では統合されているが、領域間では相対的に独立している。憲法の理解

が高い受験者でも民法の到達が不十分な場合はありえ、その弁別が教育的に意義を持つ。科目別に内的一貫性を

算出することは、この「領域内統合・領域間独立」という構造を反映した測定設計として整合的である6。 

一方、内的一貫性（信頼性）は妥当性評価における必要条件をなすものの、それ単独で内容的妥当性（content 

validity）の証拠となるわけではないことは確認しておく必要がある7。内的一貫性が高くても、問題セットが法律学の

到達度として測定すべき範囲を偏りなくカバーしているかどうかは、内的一貫性統計のみからは判定できない。内容

的妥当性は、専門家による問題内容の体系的評価という別個の証拠によって論証されるものであり、そうした多面

的な妥当性評価の一環として別途検討されることが望ましい。 

ただし、この点は本レポートの CTT 分析が持つ実証的意義を減ずるものではない。現代の教育測定論が示すように、

妥当性の論証は内容・内部構造・基準などの複数の証拠側面の総合によって支えられる。本試験が示す高い内的

一貫性は、「問題セット内の各項目が共通の潜在的構成概念と整合的な反応パターンを示している」という内部構造

的証拠として、妥当性論証全体の実証的基盤の一翼を担うものである8。 

 
6 ただし、「領域間独立」は設計上の構造的想定であり、その実証的確認には科目間得点相関の検討が必要となる。本テクニカ

ルレポートでは受験者個票データが利用できず、かつ分析の基礎となる納品データには科目間相関が含まれていないため、この

想定の直接的な検証はできない。これは本試験の CTT 分析が抱えるデータ上の制約として留意されたい。 
7 信頼性と妥当性の関係について 教育測定論における妥当性概念は、かつて内容的妥当性・基準関連妥当性・構成概念妥当

性の三分類として独立に扱われていた。しかし現代の定式化（Messick, 1994; American Educational Research Association, 

American Psychological Association, & National Council on Measurement in Education, 2014）では、これらは独立した妥当性の

種類ではなく、「構成概念妥当性」という上位概念を支える複数の証拠側面として統合されている（統一的妥当性概念）。この枠組

みにおける信頼性（内的一貫性）と妥当性の関係は、「信頼性は妥当性の必要条件であるが十分条件ではない」と整理される。

信頼性が低ければ測定誤差が大きく、妥当な解釈は論理的に成立しない。他方、信頼性が高くても、それだけでは測定が意図し

た構成概念を適切に捉えているか（妥当性）は担保されない。 
8 現代の教育測定論における統一的妥当性概念（Messick, 1994; AERA, APA, & NCME, 2014）では、構成概念妥当性の論証は

（a）内容に基づく証拠、（b）内部構造的証拠、（c）他の変数との関係に基づく証拠、等の複数の証拠側面の総合によって支えられ

る。本試験ではこれらの証拠側面に対応した取り組みが継続的に行われている。 

 （a）内容に基づく証拠については、20 数名の研究者教員からなる作題委員会による科目別の集団的審議と、管理委員・作題委

員・法曹三者フィードバック委員が参加する合同フィードバック会議が、出題範囲の体系的カバレッジと問題の内容的整合性を組

織的に確保する仕組みをなしている（第 1 部 1-2 節参照）。 

 （b）内部構造的証拠については、本レポートに示す KR-20 等の信頼性係数および識別力分析が、問題セット内の項目間整合

性と一次元的構造の確認を通じて、その実証的基盤の一つを提供する。 

 （c）他の変数との関係に基づく証拠については、管理委員会が継続的に実施している追跡調査が対応する。同調査は、本試験

（第 1〜5 回）の初回受験者 2,498 名を対象に、法科大学院での学修・修了状況および司法試験合否との関係を追跡したもので

あり、試験スコアと 1 年次 GPA の相関（r = 0.53〜0.60）および試験スコアが司法試験合否の独立した予測因子となることが全コ

ーホートにわたって確認されている。この追跡調査は部内調査であるが、2026 年より概要版がウェブサイト上で一般公開されて

いる（共通到達度確認試験管理委員会, 2026）。これら三つの証拠側面の整合的な蓄積が、本試験の構成概念妥当性論証の継

続的な基盤をなしている。 
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信頼性係数の分布と評価 

下表はこれらの指標による第 1〜7 回・各科目の信頼性係数を示す。 

本試験の 3 科目合計の KR-20（推定）は、第 2～7 回で 0.90 以上（0.90〜0.93）の高い値を示した。これは、法曹養成

分野で実績のある法科大学院全国統一適性試験（α=.0.743〜.853）9と同等以上の水準であり、本試験全体として極

めて高い内的一貫性が安定して維持されていることが確認される。なお、個人の診断・分類決定を目的とする各種テ

ストを前提として、Nunnally and Bernstein（1994）は 0.90 という基準を提唱した。他方で、集団評価を目的とする到達

度確認試験においては 0.70〜0.80 台でも実用上十分とする見解が広く共有されている（Streiner, 2003; Lance, Butts, 

& Michels, 2006）。本試験の KR-20（推定）はこの基準を十分に上回るものであり、到達度確認試験として極めて高

い信頼性水準にあると評価できる。第 1 回については識別力データが存在しないため KR-21（推定）による参考値で

あるが、3 科目合計で 0.86 と十分な水準にあったと推察される。 

一方、科目ごとの KR-20（推定）は 0.63〜0.83 の範囲に分布しており、実用上は十分な水準にあるといえる。3 科目

合計と比較すると低くなっているが、これは主として各科目の問題数（憲法・刑法各 30 問、民法 45 問）が少ないとい

う構造的制約によるものである。付表にみるように Spearman-Brown 公式を用いて各科目の KR-20（推定）を 105 問

相当に換算すると 0.86〜0.93 の範囲となり、3 科目合計の実測値とほぼ一致する。したがって、科目単体の低い値

はテスト設計の欠陥を示すものではなく問題数の差によって主として説明されるものであり、本試験の問題セットは

全体として十分な測定精度を備えていると評価できる。 

【信頼性係数一覧（第 1回 KR-21（推定）・第 2〜7回 KR-20（推定））】 

回 3 科目合計 

（105 問） 

憲法（30 問） 刑法（30 問） 民法（45 問） 

第 1 回 0.86 0.68 0.63 0.77 

第 2 回 0.92 0.72 0.74 0.80 

第 3 回 0.90 0.65 0.68 0.73 

第 4 回 0.92 0.67 0.69 0.82 

第 5 回 0.92 0.74 0.74 0.78 

第 6 回 0.93 0.78 0.80 0.76 

第 7 回 0.92 0.72 0.74 0.83 

最小値 0.86 0.65 0.63 0.73 

最大値 0.93 0.78 0.80 0.83 

表注： 

第 1 回指標：KR-21（推定）――正答数スコア SD を推定した KR-21 

第 2〜7 回指標：KR-20（推定）――識別力から正答数合計得点分散を推定した KR-20 

【付表】Spearman-Brown換算値と 3科目合計 KR-20（推定）の差（第 2〜7回） 

科目 第 2～7 回 

KR-20（推定）範囲 

105 問換算値範囲 差の範囲 差の平均 最大絶対

差 

憲法（30 問） 0.65～0.78 0.86～0.93 -0.04〜0.00 -0.021 0.039 

刑法（30 問） 0.68～0.80 0.88～0.93 -0.03〜0.01 -0.013 0.030 

民法（45 問） 0.73～0.83 0.86～0.92 -0.05〜0.00 -0.023 0.045 

付表注： 

・第 1 回は KR-21（推定）であり指標の性質が異なるため本付表の対象外。 

・105 問換算値は Spearman-Brown 公式を用いた換算値。「指標計算方法の詳細（3）」を参照。 

・差 = Spearman-Brown 換算値 − 3 科目合計 KR-20（推定）。差がおおむね±0.05 以内であれば、問題数効果が主たる説明要

因と解釈できる。なお、差の 0.00 は差がほぼゼロであることを示す。四捨五入前の数値は負値（換算値＜合計値）であったが、

小数点以下 2 桁への四捨五入によりゼロとして表示されたものである。 

 

 

 
9 適性試験管理委員会分析委員会（2022, 163）。なお、公式の試験名は 2003～2010 年が「法科大学院統一適性試験」、2011 年

～2017 年が「法科大学院全国統一適性試験」である。 
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指標計算方法の詳細 

（1）第 1 回：KR-21（推定） 

KR-21 の算出式は以下のとおりである。 

 

 

ここで、k は問題数、𝑝は平均正答率（各問題の正答率 pᵢ の単純平均）、σ²Xraw は正答数スコアの分散である。 

第 1 回については、𝑝は各問題の正答率データから直接算出できる。一方、σ²Xraw の算出には受験者一人ひとり

の正答数合計スコアが必要であるが、個票データが存在しないため直接算出できない。そこで、利用可能な傾斜配

点スコアの標準偏差 σXw（既知）と平均配点 𝑤（＝満点÷問題数）を用いた以下の近似式を適用した。 

 

KR-21 はすべての問題の難易度が均等（pᵢ = 𝑝）であるという前提のもとで成立する KR-20 の近似式であり、難易

度にばらつきがある実際のテストでは KR-20 の数学的下界（KR-21 ≤ KR-20）となる、より保守的な指標である。 

（2）第 2〜7 回：KR-20（推定） 

個票データが存在しないため正答数スコアの標準偏差 σX を直接求めることができない。そこで各問題の識別力

（点双列相関係数）rᵢₜ を用いた以下の推定式により σX を推定した（Feldt 1984）。 

 

 

この推定値を用いて、KR-20（推定）を以下の式により算出した。 

 

 

 

なお、本推定に用いた rᵢₜ は修正なし点双列相関（部分-全体相関（part-whole correlation）の影響を含む）であり、

真の識別力をやや過大推定する傾向がある。これにより σ²X も過大推定されるため、KR-20（推定）は真の KR-20

よりもやや過大推定の方向に偏る可能性があるが、その影響は限定的と考えられる。 

（3）Spearman-Brown 換算（付表） 

各科目の KR-20（推定）を 105 問相当の問題数に換算するにあたり、以下の Spearman-Brown 公式を適用した。 

 

ここで n は換算倍率（憲法・刑法：3.50 倍、民法：2.33 倍）、ρ は換算前の KR-20（推定）である。差（換算値 − 3 科

目合計 KR-20（推定））がおおむね±0.05 以内であれば、問題数効果が主たる説明要因と解釈できる。差が負値（換

算値 ＜ 3 科目合計）の場合は、科目間の正の相関が問題数効果に加えて 3 科目合計の信頼性をさらに高めてい

ることを示す。差が正値（換算値 ＞ 3 科目合計）の場合は、科目間の測定内容の差異が問題数効果を一部相殺し

ていることを示す。 
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2-4 正答率・識別力（点双列相関係数）の分布（第 2〜7 回） 

 

出題形式と正答率・識別力の構造的関係 

本試験の問題セットは、正誤式（憲法・刑法各 20 問、民法 30 問）と多肢選択式（憲法・刑法各 10 問、民法 15 問）を

2：1 の比率で構成している。第 2〜7 回の散布図を通覧すると、正答率・識別力の分布に出題形式と強く対応した構

造的パターンが一貫して観察される。 

第一に、正答率の分布には偏りが見られる。正答率が極端に低い問題（10%未満）は存在しない一方、正答率が高

い問題（90%超）は正誤式に集中する傾向がある。正誤式は選択肢が 2 つであり、無作為回答時の期待正答率が

1/2（50%）に達する。正誤式では、正確な知識を保有する受験者に加えて、知識を持たない受験者の半数も偶然正

答する可能性がある。5 択（偶然正答率 20%）と比較して、知識によらない正答が集団全体に占める割合が大きくな

るため、正答率が高くなりやすい。 

第二に、識別力が高い問題（0.40 以上）は多肢選択式に集中する傾向がある10。多肢選択式は選択肢数が 5 つであ

り、無作為回答時の期待正答率が 1/5（20%）にとどまる。このため、知識・理解の水準が得点に反映されやすく、上

位受験者と下位受験者を弁別する力が構造的に高くなる。 

第三に、正誤式において識別力が負または低水準（0.20 未満）となる問題が集中して観察される。2 択という構造

上、偶然正答・偶然誤答の影響が 5 択問題に比して大きく、識別力が不安定になりやすいためである11。多肢選択

式では識別力が負となる問題はないが、低水準（0.20 未満）となる問題が少数ながら観察される。これは出題形式

の構造的特性によるものではなく、個別問題の難易度や選択肢構成の特性等に起因するものと考えられる。 

以上の第一〜第三の観察は、その大部分が出題形式の構造的・統計的特性に起因するものであり、問題セット全

体の測定能力に系統的な欠陥があることを意味するものではない。このことは、問題セット全体の信頼性係数（KR-

20）によって客観的に裏付けられる。第 2〜7 回を通じて、KR-20 は 3 科目合計において 0.90 以上 を維持しており、

教育測定の標準的な評価基準における「高い信頼性」の水準を一貫して満たしている。この水準に照らす限り、識別

力が低水準または負となる問題が少数存在していても、セット全体の測定能力に実質的な影響を与えていないと判

断される。（個別項目の正答率・識別力については次節に示している。） 

 

 
10 識別力（点双列相関係数）の評価基準については、教育測定の標準的な慣例として以下の区分が参照される。負値の問題は

問題内容の検討対象となりうるが、少数の存在は問題セット全体の評価に実質的影響を与えない。0.00〜0.19 は識別力が低水

準であることを示し、当該問題が受験者間の得点差に寄与しにくいことを意味する。0.20〜0.39 は許容可能な識別力の範囲とさ

れ、0.40 以上は良好な識別力を示す（DeMars 2010; Nunnally and Bernstein 1994）。  
11 正誤式は 2 択という構造上、偶然正答・偶然誤答の影響が相対的に大きく、識別力が不安定になりやすい。実データでは識別

力が負となる問題の正答率は 40%台から 80%台まで広範に分布しており、正答率の高低にかかわらず識別力が負値をとりうるこ

とが確認される。これは、正答率の極端な偏り（天井効果・床効果）に伴う識別力の低下とは異なる現象であり、2 択形式に固有

の統計的変動として解釈することが適切である。 
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2-5 問題別正答率・識別力一覧（第 1〜7 回） 

 

以下に各回・各科目の問題別正答率および識別力を示す。識別力は第 2〜7 回のみ（第 1 回は内部資料不存在の

ため表示なし）。正答率の単位はパーセント（%）。問題番号 1〜20（民法は 1〜30）が正誤式、21〜30（民法は 31〜

45）が多肢選択式。 

第 1 回 

憲法 

問 正答率(%) 問 正答率(%) 

1 48.8 16 62.0 

2 79.9 17 66.8 

3 80.8 18 76.1 

4 43.7 19 55.2 

5 41.3 20 50.1 

6 95.0 21 27.0 

7 65.7 22 53.1 

8 83.7 23 80.4 

9 78.4 24 67.3 

10 91.4 25 61.6 

11 61.2 26 82.6 

12 73.3 27 58.8 

13 53.3 28 63.0 

14 87.7 29 39.7 

15 71.5 30 29.7 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。第 1 回は識別力なし。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 正答率(%) 問 正答率(%) 

1 71.2 16 79.5 

2 99.5 17 82.2 

3 43.9 18 23.1 

4 58.4 19 80.9 

5 32.3 20 85.4 

6 82.0 21 95.5 

7 96.2 22 84.4 

8 79.4 23 65.0 

9 88.0 24 74.2 

10 83.7 25 80.4 

11 83.4 26 87.2 

12 73.0 27 50.7 

13 73.2 28 53.8 
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14 36.8 29 60.5 

15 63.7 30 63.8 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。第 1 回は識別力なし。赤色は識別力が負の問題。） 

 

民法 

問 正答率(%) 問 正答率(%) 

1 42.5 24 91.0 

2 93.9 25 66.8 

3 46.8 26 66.5 

4 90.9 27 64.8 

5 54.6 28 68.3 

6 45.3 29 57.0 

7 90.0 30 95.2 

8 55.4 31 65.3 

9 46.6 32 80.6 

10 59.2 33 58.2 

11 92.7 34 58.0 

12 77.8 35 69.3 

13 32.3 36 51.9 

14 57.4 37 42.5 

15 72.6 38 57.5 

16 48.9 39 64.3 

17 89.9 40 81.6 

18 87.6 41 90.7 

19 74.0 42 45.5 

20 52.2 43 60.5 

21 82.4 44 41.6 

22 80.6 45 23.9 

23 88.9   

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。第 1 回は識別力なし。赤色は識別力が負の問題。） 
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第 2 回 

憲法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 72.2 / 0.415 16 1 41.1 / 0.029 

2 1 65.1 / 0.361 17 1 69.0 / 0.357 

3 2 40.0 / 0.281 18 1 88.8 / 0.254 

4 1 96.4 / 0.141 19 1 59.8 / 0.015 

5 1 61.4 / -0.008 20 2 84.0 / 0.228 

6 2 81.0 / 0.309 21 2 81.7 / 0.462 

7 2 89.5 / 0.011 22 3 69.2 / 0.682 

8 2 67.3 / 0.468 23 4 67.4 / 0.578 

9 1 90.7 / 0.108 24 2 59.4 / 0.567 

10 1 67.6 / 0.413 25 5 60.5 / 0.554 

11 2 71.3 / 0.339 26 1 54.4 / 0.442 

12 2 82.4 / 0.276 27 4 38.6 / 0.613 

13 1 87.2 / 0.116 28 1 29.5 / 0.365 

14 2 40.0 / 0.362 29 5 77.9 / 0.541 

15 1 57.7 / -0.022 30 4 28.5 / 0.512 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 51.2 / 0.108 16 1 37.0 / 0.293 

2 1 92.3 / 0.179 17 2 31.2 / 0.270 

3 2 64.3 / 0.228 18 2 73.6 / 0.133 

4 1 95.0 / 0.176 19 1 72.3 / 0.361 

5 2 88.8 / 0.171 20 1 84.5 / 0.243 

6 1 93.4 / 0.204 21 5 48.8 / 0.700 

7 2 71.9 / 0.344 22 2 51.3 / 0.464 

8 2 39.2 / 0.180 23 5 58.3 / 0.558 

9 1 36.9 / 0.448 24 1 27.5 / 0.561 

10 2 47.8 / 0.179 25 4 41.1 / 0.530 

11 1 60.4 / 0.307 26 3 74.2 / 0.468 

12 1 64.8 / 0.067 27 3 41.5 / 0.544 

13 2 47.5 / 0.479 28 2 38.2 / 0.570 

14 2 58.6 / 0.212 29 4 51.1 / 0.529 

15 2 54.5 / 0.086 30 5 49.8 / 0.523 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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民法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 51.3 / 0.564 24 2 42.7 / 0.309 

2 1 86.2 / 0.200 25 1 79.5 / 0.171 

3 1 80.9 / 0.207 26 2 56.4 / 0.116 

4 1 78.2 / 0.378 27 1 81.3 / 0.009 

5 1 86.4 / 0.185 28 1 55.9 / 0.115 

6 2 82.7 / 0.265 29 2 98.4 / 0.000 

7 2 68.8 / 0.282 30 1 78.2 / 0.279 

8 1 66.1 / 0.247 31 5 84.6 / 0.373 

9 2 82.0 / 0.228 32 3 58.4 / 0.572 

10 1 47.3 / 0.279 33 2 67.0 / 0.486 

11 2 70.9 / 0.424 34 4 25.5 / 0.235 

12 2 62.7 / 0.110 35 1 55.4 / 0.619 

13 1 64.5 / 0.247 36 3 66.4 / 0.617 

14 1 66.8 / 0.330 37 2 55.5 / 0.622 

15 2 59.6 / 0.333 38 3 69.8 / 0.422 

16 1 88.6 / 0.063 39 4 42.3 / 0.259 

17 2 93.4 / 0.255 40 1 36.8 / 0.388 

18 1 84.6 / 0.028 41 3 53.6 / 0.495 

19 2 12.1 / 0.074 42 3 25.4 / 0.382 

20 2 76.4 / 0.387 43 2 41.9 / 0.468 

21 1 72.8 / 0.417 44 5 48.5 / 0.422 

22 1 70.2 / 0.418 45 4 15.5 / 0.091 

23 2 70.0 / 0.332    

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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第 3 回 

憲法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 77.7 / 0.141 16 1 51.3 / 0.207 

2 2 51.9 / 0.222 17 1 26.4 / 0.183 

3 1 39.2 / 0.325 18 2 97.5 / 0.129 

4 2 65.2 / 0.413 19 2 32.3 / 0.180 

5 1 54.0 / 0.036 20 2 95.7 / 0.206 

6 2 86.6 / 0.184 21 3 90.6 / 0.343 

7 2 90.0 / 0.314 22 1 42.1 / 0.526 

8 2 34.2 / 0.209 23 2 55.1 / 0.524 

9 2 77.9 / 0.303 24 5 41.5 / 0.580 

10 1 95.9 / 0.215 25 4 58.3 / 0.498 

11 1 92.9 / 0.213 26 3 13.2 / 0.314 

12 2 90.6 / 0.270 27 3 39.9 / 0.362 

13 1 64.5 / 0.169 28 5 44.0 / 0.438 

14 1 96.1 / 0.143 29 5 43.1 / 0.222 

15 1 93.4 / 0.212 30 4 41.9 / 0.697 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 94.1 / 0.176 16 1 92.2 / 0.203 

2 2 98.0 / 0.134 17 2 64.5 / 0.087 

3 1 86.5 / 0.298 18 1 96.8 / 0.101 

4 1 98.8 / -0.027 19 1 45.7 / 0.263 

5 2 91.5 / 0.254 20 2 96.1 / 0.211 

6 2 79.8 / 0.319 21 1 74.1 / 0.496 

7 2 83.0 / 0.230 22 2 92.7 / 0.294 

8 1 83.9 / 0.320 23 3 65.4 / 0.617 

9 2 97.3 / 0.141 24 4 71.5 / 0.533 

10 1 60.1 / 0.125 25 3 68.8 / 0.551 

11 1 74.3 / 0.297 26 5 84.6 / 0.463 

12 2 90.2 / 0.109 27 2 61.3 / 0.523 

13 2 94.5 / 0.221 28 3 82.4 / 0.409 

14 2 84.9 / 0.352 29 2 68.6 / 0.533 

15 1 92.9 / 0.122 30 4 31.4 / 0.430 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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民法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 54.8 / 0.171 24 2 30.1 / 0.131 

2 1 97.0 / 0.077 25 1 47.5 / 0.376 

3 2 22.9 / 0.189 26 2 71.6 / -0.115 

4 2 74.3 / 0.412 27 2 23.6 / 0.163 

5 1 57.1 / 0.410 28 2 57.8 / 0.114 

6 2 75.7 / 0.421 29 1 69.1 / 0.166 

7 1 89.5 / 0.315 30 2 67.2 / 0.246 

8 2 40.1 / 0.230 31 2 83.3 / 0.290 

9 2 75.0 / 0.164 32 4 50.7 / 0.362 

10 1 74.1 / 0.239 33 1 73.6 / 0.490 

11 2 40.6 / 0.086 34 4 73.9 / 0.390 

12 1 58.2 / 0.180 35 5 23.8 / 0.223 

13 1 45.9 / 0.121 36 2 39.7 / 0.389 

14 2 71.3 / 0.168 37 3 77.0 / 0.496 

15 1 51.8 / 0.313 38 4 36.2 / 0.422 

16 1 95.2 / 0.131 39 2 55.9 / 0.629 

17 2 76.6 / 0.232 40 3 45.7 / 0.341 

18 2 91.5 / 0.229 41 1 62.6 / 0.588 

19 1 87.8 / 0.097 42 5 58.2 / 0.467 

20 1 80.9 / 0.233 43 5 75.2 / 0.507 

21 1 78.0 / 0.118 44 4 20.0 / 0.150 

22 1 83.7 / 0.340 45 3 60.5 / 0.375 

23 2 62.1 / 0.243    

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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第 4 回 

憲法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 86.1 / 0.212 16 1 90.4 / 0.313 

2 2 22.4 / 0.101 17 2 75.8 / 0.280 

3 1 73.7 / -0.095 18 2 55.0 / 0.339 

4 2 77.3 / 0.311 19 1 48.0 / 0.312 

5 2 28.5 / 0.087 20 2 64.9 / 0.276 

6 2 71.4 / 0.225 21 2 50.8 / 0.532 

7 1 46.9 / 0.238 22 4 71.4 / 0.622 

8 1 64.9 / 0.152 23 5 75.0 / 0.554 

9 1 82.8 / 0.246 24 4 39.7 / 0.572 

10 1 76.5 / 0.218 25 4 44.9 / 0.421 

11 2 78.1 / 0.305 26 2 76.3 / 0.424 

12 2 96.0 / 0.252 27 5 76.7 / 0.382 

13 2 79.5 / 0.342 28 4 85.4 / 0.428 

14 1 95.0 / 0.148 29 2 64.6 / 0.505 

15 1 78.6 / 0.016 30 1 41.9 / 0.481 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 64.6 / 0.425 16 1 75.9 / 0.153 

2 2 92.6 / 0.258 17 1 67.6 / 0.065 

3 2 76.5 / 0.315 18 2 89.1 / 0.192 

4 1 81.7 / 0.290 19 1 79.8 / 0.421 

5 2 85.5 / 0.234 20 2 70.6 / 0.360 

6 1 95.7 / 0.220 21 4 91.7 / 0.341 

7 2 98.2 / 0.095 22 5 95.9 / 0.252 

8 1 89.8 / 0.172 23 3 92.1 / 0.359 

9 2 92.6 / 0.269 24 3 76.5 / 0.403 

10 1 66.3 / 0.228 25 2 66.4 / 0.630 

11 2 93.1 / 0.274 26 5 86.8 / 0.398 

12 2 68.6 / 0.107 27 1 67.1 / 0.602 

13 1 91.9 / 0.094 28 4 80.0 / 0.493 

14 2 79.3 / 0.259 29 2 52.1 / 0.603 

15 2 92.4 / 0.281 30 3 61.7 / 0.518 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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民法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 74.4 / 0.456 24 2 59.8 / 0.330 

2 1 81.5 / 0.214 25 1 62.5 / 0.345 

3 2 51.9 / 0.407 26 1 93.7 / 0.252 

4 1 89.8 / 0.229 27 2 53.1 / 0.424 

5 1 67.4 / 0.310 28 2 76.7 / 0.398 

6 2 82.0 / 0.061 29 2 79.7 / 0.396 

7 1 86.0 / 0.234 30 1 73.6 / 0.236 

8 2 52.1 / 0.443 31 2 71.9 / 0.423 

9 2 59.0 / 0.283 32 4 56.0 / 0.462 

10 1 32.2 / 0.405 33 5 41.7 / 0.392 

11 1 91.9 / 0.122 34 1 28.4 / 0.313 

12 2 40.8 / 0.122 35 3 66.4 / 0.462 

13 1 45.8 / -0.026 36 5 35.9 / 0.673 

14 2 34.2 / 0.195 37 1 34.5 / 0.499 

15 1 72.6 / -0.086 38 4 57.9 / 0.490 

16 2 72.1 / 0.470 39 3 38.7 / 0.379 

17 1 73.7 / 0.414 40 1 68.1 / 0.512 

18 2 90.9 / 0.347 41 5 82.8 / 0.308 

19 2 85.8 / 0.397 42 2 69.3 / 0.539 

20 1 71.7 / 0.115 43 3 59.3 / 0.482 

21 2 76.5 / 0.403 44 4 30.9 / 0.473 

22 1 96.5 / 0.088 45 2 42.1 / 0.362 

23 2 88.6 / 0.256    

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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第 5 回 

憲法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 69.3 / 0.184 16 1 79.7 / 0.230 

2 2 13.2 / 0.072 17 2 69.1 / 0.287 

3 1 49.6 / 0.130 18 2 73.5 / 0.379 

4 2 66.7 / 0.398 19 1 66.2 / 0.204 

5 2 80.3 / 0.356 20 2 89.3 / 0.269 

6 2 97.9 / 0.163 21 5 69.9 / 0.610 

7 2 52.2 / 0.228 22 4 50.6 / 0.526 

8 1 83.4 / -0.115 23 4 87.5 / 0.383 

9 1 85.4 / 0.306 24 3 25.2 / 0.578 

10 2 96.6 / 0.218 25 5 76.4 / 0.411 

11 2 39.5 / 0.268 26 5 58.5 / 0.613 

12 1 87.3 / 0.201 27 1 53.7 / 0.565 

13 2 77.6 / 0.353 28 2 17.7 / 0.350 

14 1 55.8 / 0.418 29 4 51.7 / 0.601 

15 1 82.4 / 0.110 30 5 52.7 / 0.617 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 92.0 / 0.233 16 1 94.6 / 0.211 

2 1 97.7 / 0.135 17 2 98.9 / 0.128 

3 2 77.5 / 0.480 18 2 96.9 / 0.087 

4 1 36.5 / 0.266 19 1 90.6 / 0.255 

5 2 87.8 / 0.328 20 2 80.1 / 0.397 

6 1 87.8 / 0.178 21 1 70.7 / 0.557 

7 2 68.1 / 0.267 22 2 96.7 / 0.176 

8 1 83.2 / -0.018 23 5 70.7 / 0.598 

9 2 51.8 / 0.405 24 4 72.3 / 0.558 

10 2 74.1 / 0.426 25 1 73.5 / 0.420 

11 1 82.4 / 0.107 26 2 69.2 / 0.657 

12 1 71.5 / 0.306 27 4 23.1 / 0.423 

13 1 95.3 / 0.205 28 2 68.9 / 0.618 

14 2 40.7 / 0.093 29 5 26.7 / 0.484 

15 2 93.5 / 0.086 30 3 72.6 / 0.547 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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民法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 52.9 / 0.333 24 2 70.3 / 0.357 

2 2 89.1 / 0.358 25 2 51.5 / 0.085 

3 1 90.3 / 0.073 26 1 80.8 / 0.206 

4 2 87.3 / 0.262 27 2 81.0 / 0.349 

5 1 50.2 / 0.085 28 2 95.8 / 0.156 

6 1 72.4 / 0.316 29 1 68.7 / 0.136 

7 2 57.1 / 0.333 30 1 73.7 / -0.080 

8 2 60.7 / 0.381 31 4 65.9 / 0.531 

9 1 81.3 / 0.307 32 5 77.1 / 0.385 

10 2 52.3 / 0.306 33 2 69.3 / 0.477 

11 1 83.1 / 0.080 34 3 39.1 / 0.475 

12 1 56.0 / 0.314 35 2 42.5 / 0.477 

13 2 86.2 / 0.387 36 3 61.5 / 0.567 

14 1 82.5 / 0.133 37 3 56.8 / 0.518 

15 1 84.7 / 0.204 38 5 54.5 / 0.429 

16 2 78.4 / 0.074 39 4 88.6 / 0.414 

17 1 59.7 / 0.146 40 5 63.1 / 0.524 

18 1 85.6 / 0.256 41 3 72.2 / 0.485 

19 2 47.7 / 0.260 42 1 35.1 / 0.363 

20 1 85.7 / 0.079 43 2 19.0 / 0.405 

21 1 75.6 / 0.275 44 1 55.2 / 0.517 

22 1 81.0 / 0.247 45 4 69.3 / 0.373 

23 1 55.7 / 0.132    

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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第 6 回 

憲法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 92.7 / 0.130 16 2 90.5 / 0.324 

2 1 83.2 / 0.269 17 1 69.3 / 0.311 

3 2 87.2 / 0.317 18 1 77.2 / 0.270 

4 2 96.5 / 0.185 19 2 77.0 / 0.538 

5 2 54.7 / 0.362 20 2 67.8 / 0.289 

6 2 95.7 / 0.226 21 5 94.6 / 0.293 

7 2 55.3 / 0.422 22 1 70.4 / 0.526 

8 1 41.2 / -0.190 23 4 89.9 / 0.335 

9 2 20.4 / 0.239 24 4 51.2 / 0.760 

10 1 84.9 / 0.323 25 3 77.3 / 0.598 

11 2 92.1 / 0.138 26 5 50.1 / 0.618 

12 1 85.1 / 0.376 27 5 73.2 / 0.556 

13 2 64.3 / 0.567 28 4 21.6 / 0.405 

14 2 97.3 / 0.121 29 2 71.9 / 0.619 

15 1 48.0 / 0.165 30 4 71.5 / 0.627 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 91.4 / 0.037 16 1 95.9 / 0.166 

2 2 99.8 / 0.056 17 2 91.1 / 0.192 

3 1 91.4 / 0.302 18 1 56.7 / 0.155 

4 2 74.8 / 0.454 19 2 95.4 / 0.121 

5 2 55.0 / 0.491 20 1 85.4 / 0.330 

6 1 86.5 / 0.370 21 5 78.3 / 0.503 

7 1 63.9 / 0.124 22 1 67.8 / 0.455 

8 2 82.9 / 0.372 23 1 78.0 / 0.451 

9 1 93.2 / 0.199 24 2 70.8 / 0.587 

10 2 78.8 / 0.448 25 1 42.9 / 0.747 

11 2 93.7 / 0.183 26 5 36.6 / 0.547 

12 1 88.3 / 0.221 27 4 64.8 / 0.699 

13 1 90.5 / 0.337 28 2 60.1 / 0.639 

14 2 92.9 / 0.224 29 3 43.6 / 0.530 

15 1 81.9 / 0.212 30 3 67.0 / 0.550 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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民法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 1 73.0 / 0.374 24 1 77.3 / 0.188 

2 2 67.7 / 0.358 25 2 67.7 / 0.260 

3 2 91.6 / 0.312 26 2 65.8 / 0.232 

4 2 73.4 / 0.296 27 1 39.1 / 0.459 

5 1 97.1 / 0.208 28 2 83.8 / 0.236 

6 2 70.1 / 0.467 29 1 68.2 / 0.194 

7 1 80.6 / 0.309 30 1 81.1 / 0.098 

8 1 85.2 / 0.017 31 1 91.3 / 0.225 

9 1 54.7 / 0.192 32 4 85.5 / 0.460 

10 1 51.5 / 0.051 33 4 31.0 / 0.383 

11 1 66.8 / 0.407 34 3 65.3 / 0.475 

12 2 35.6 / 0.405 35 3 51.8 / 0.542 

13 2 88.4 / 0.264 36 1 69.6 / 0.604 

14 1 52.8 / 0.308 37 1 43.9 / 0.494 

15 1 62.6 / 0.068 38 2 72.5 / 0.387 

16 1 59.9 / 0.142 39 5 66.9 / 0.539 

17 1 99.4 / 0.080 40 2 93.2 / 0.247 

18 2 60.1 / -0.020 41 3 70.4 / 0.481 

19 2 68.5 / 0.124 42 5 62.6 / 0.335 

20 2 43.6 / 0.218 43 4 76.8 / 0.375 

21 2 96.8 / 0.133 44 2 71.5 / 0.496 

22 1 93.5 / 0.112 45 3 72.0 / 0.348 

23 1 91.7 / 0.134    

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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第 7 回 

憲法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 84.6 / 0.099 16 1 88.7 / 0.222 

2 1 69.8 / 0.388 17 1 56.4 / 0.414 

3 1 67.1 / 0.040 18 2 83.5 / 0.413 

4 2 74.5 / 0.357 19 1 85.2 / 0.097 

5 1 96.1 / 0.061 20 2 78.3 / 0.211 

6 1 75.5 / -0.060 21 3 70.9 / 0.521 

7 2 92.9 / 0.231 22 1 75.3 / 0.564 

8 2 47.3 / 0.296 23 4 60.8 / 0.512 

9 2 97.8 / 0.092 24 5 83.0 / 0.481 

10 1 95.6 / 0.155 25 3 29.9 / 0.400 

11 1 79.7 / 0.113 26 1 75.3 / 0.596 

12 1 70.3 / 0.189 27 4 39.3 / 0.534 

13 2 77.7 / 0.417 28 5 26.6 / 0.441 

14 1 85.4 / 0.028 29 3 56.3 / 0.596 

15 2 73.3 / 0.442 30 5 58.5 / 0.569 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 

 

刑法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 72.7 / 0.473 16 1 94.2 / 0.275 

2 1 69.4 / 0.259 17 2 86.2 / 0.147 

3 1 27.8 / 0.233 18 1 79.3 / 0.193 

4 2 91.1 / 0.318 19 1 71.7 / 0.353 

5 2 79.6 / 0.177 20 2 87.6 / 0.208 

6 2 91.1 / 0.258 21 1 96.1 / 0.226 

7 2 78.2 / 0.381 22 2 79.6 / 0.456 

8 1 98.3 / 0.046 23 3 96.5 / 0.245 

9 1 87.4 / 0.291 24 4 57.3 / 0.677 

10 2 93.1 / 0.305 25 1 28.4 / 0.571 

11 2 98.4 / 0.161 26 3 92.0 / 0.390 

12 2 56.4 / 0.357 27 3 80.4 / 0.440 

13 1 88.7 / 0.266 28 4 83.4 / 0.413 

14 2 81.5 / 0.346 29 5 67.5 / 0.550 

15 1 74.9 / 0.297 30 2 69.4 / 0.555 

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
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民法 

問 
正

答 
正答率／識別力 問 

正

答 
正答率／識別力 

1 2 60.2 / 0.384 24 1 77.8 / 0.365 

2 2 79.8 / 0.233 25 2 91.2 / 0.138 

3 1 85.2 / 0.018 26 1 46.5 / 0.290 

4 1 59.4 / 0.266 27 2 59.2 / 0.208 

5 1 67.6 / 0.156 28 2 63.6 / 0.376 

6 2 78.4 / 0.094 29 2 59.2 / 0.045 

7 1 70.9 / 0.480 30 1 79.1 / 0.426 

8 2 32.9 / 0.438 31 4 69.9 / 0.515 

9 1 50.1 / 0.246 32 1 60.8 / 0.470 

10 2 52.6 / 0.425 33 3 20.5 / 0.461 

11 1 70.2 / 0.187 34 5 69.0 / 0.574 

12 2 55.1 / 0.102 35 1 62.2 / 0.626 

13 1 80.3 / 0.375 36 4 52.8 / 0.542 

14 1 72.1 / 0.419 37 3 45.7 / 0.516 

15 2 82.8 / 0.359 38 5 64.9 / 0.554 

16 1 60.6 / 0.134 39 4 82.4 / 0.420 

17 2 56.9 / 0.461 40 5 47.7 / 0.466 

18 1 88.7 / 0.206 41 3 82.7 / 0.396 

19 1 84.6 / 0.261 42 4 86.1 / 0.369 

20 2 64.3 / 0.145 43 1 51.7 / 0.498 

21 1 81.3 / 0.136 44 5 70.6 / 0.534 

22 1 44.3 / 0.141 45 2 47.6 / 0.517 

23 1 90.4 / 0.231    

（正答率は%、識別力は点双列相関係数。「正答率 / 識別力」の形式で表示。赤色は識別力が負の問題。） 
 

正答率・識別力の試験回別・形式別要約統計量 
 

憲法 
 

試験回 形式 正答率 
平均 

正答率 
SD 

正答率 
90%超 

正答率 
10%未満 

識別値 
平均 

識別値 
SD 

識別値 
0.40 以上 

識別値 
0.20 未満 

第 2 回 正誤 70.6 16.77 2 0 0.223 0.156 3 8 
第 2 回 多肢 56.7 17.99 0 0 0.532 0.086 9 0 
第 3 回 正誤 70.7 24.08 7 0 0.214 0.080 1 8 
第 3 回 多肢 47.0 18.42 1 0 0.450 0.135 6 0 
第 4 回 正誤 69.6 19.74 3 0 0.214 0.112 0 6 
第 4 回 多肢 62.7 15.96 0 0 0.492 0.074 9 0 
第 5 回 正誤 70.8 20.13 2 0 0.233 0.124 1 6 
第 5 回 多肢 54.4 20.15 0 0 0.525 0.099 8 0 
第 6 回 正誤 74.0 20.60 6 0 0.269 0.159 3 6 
第 6 回 多肢 67.2 20.21 1 0 0.534 0.139 8 0 
第 7 回 正誤 79.0 12.70 4 0 0.210 0.150 4 10 
第 7 回 多肢 57.6 18.77 0 0 0.521 0.062 10 0 
注）標準偏差は母標準偏差（除数＝N）による。  
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刑法 

試験回 形式 正答率 
平均 

正答率 
SD 

正答率 
90%超 

正答率 
10%未満 

識別値 
平均 

識別値 
SD 

識別値 
0.40 以上 

識別値 
0.20 未満 

第 2 回 正誤 63.3 19.82 3 0 0.233 0.109 2 9 
第 2 回 多肢 48.2 11.93 0 0 0.545 0.062 10 0 
第 3 回 正誤 85.3 13.90 11 0 0.197 0.095 0 9 
第 3 回 多肢 70.1 15.78 1 0 0.485 0.086 9 0 
第 4 回 正誤 82.6 10.65 7 0 0.236 0.100 2 7 
第 4 回 多肢 77.0 14.04 3 0 0.460 0.122 6 0 
第 5 回 正誤 80.0 17.98 8 0 0.229 0.130 3 8 
第 5 回 多肢 64.4 21.23 1 0 0.504 0.132 9 1 
第 6 回 正誤 84.5 12.47 10 0 0.250 0.128 3 9 
第 6 回 多肢 61.0 14.17 0 0 0.571 0.093 10 0 
第 7 回 正誤 80.4 15.91 6 0 0.267 0.094 1 5 
第 7 回 多肢 75.1 19.72 3 0 0.452 0.136 7 0 
注）標準偏差は母標準偏差（除数＝N）による。  

民法 

試験回 形式 正答率 
平均 

正答率 
SD 

正答率 
90%超 

正答率 
10%未満 

識別値 
平均 

識別値 
SD 

識別値 
0.40 以上 

識別値 
0.20 未満 

第 2 回 正誤 70.5 17.15 2 0 0.242 0.136 4 10 
第 2 回 多肢 49.8 18.23 0 0 0.430 0.147 9 1 
第 3 回 正誤 65.0 20.16 3 0 0.207 0.115 3 16 
第 3 回 多肢 55.8 18.93 0 0 0.408 0.124 7 1 
第 4 回 正誤 70.5 17.61 4 0 0.275 0.146 8 8 
第 4 回 多肢 52.3 16.66 0 0 0.451 0.091 10 0 
第 5 回 正誤 72.6 14.20 2 0 0.218 0.118 0 12 
第 5 回 多肢 57.9 17.37 0 0 0.463 0.062 12 0 
第 6 回 正誤 71.6 17.13 6 0 0.221 0.128 4 14 
第 6 回 多肢 68.3 16.06 2 0 0.426 0.105 8 0 
第 7 回 正誤 68.2 14.79 2 0 0.258 0.131 6 11 
第 7 回 多肢 61.0 16.72 0 0 0.497 0.066 13 0 
注）標準偏差は母標準偏差（除数＝N）による。  

3 科目合計 

試験回 形式 正答率 
平均 

正答率 
SD 

正答率 
90%超 

正答率 
10%未満 

識別値 
平均 

識別値 
SD 

識別値 
0.40 以上 

識別値 
0.20 未満 

第 2 回 正誤 68.5 18.16 7 0 0.234 0.135 9 27 
第 2 回 多肢 51.3 16.96 0 0 0.492 0.124 28 1 
第 3 回 正誤 72.4 21.59 21 0 0.206 0.101 4 33 
第 3 回 多肢 57.3 20.00 2 0 0.442 0.122 22 1 
第 4 回 正誤 73.7 17.56 14 0 0.246 0.128 10 21 
第 4 回 多肢 62.3 18.79 3 0 0.465 0.098 25 0 
第 5 回 正誤 74.2 17.57 12 0 0.225 0.123 4 26 
第 5 回 多肢 58.8 19.72 1 0 0.492 0.101 29 1 
第 6 回 正誤 76.0 17.93 22 0 0.243 0.139 10 29 
第 6 回 多肢 65.9 17.15 3 0 0.498 0.130 26 0 
第 7 回 正誤 74.8 15.65 12 0 0.247 0.130 11 26 
第 7 回 多肢 64.0 19.55 3 0 0.491 0.095 30 0 
注）標準偏差は母標準偏差（除数＝N）による。   
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分析のまとめ 

本レポートに示した第 1〜7 回の記述統計および CTT による分析から、以下の点が確認された。なお、以下に示す

諸指標はいずれも CTT に基づく受験者集団依存の記述統計であり、特定回の受験者集団の特性を反映したもので

ある。 

 

実施状況について 

第 1 回（2020 年 1 月）から第 7 回（2026 年 1 月）にわたり、試験は毎年 1 月に安定して実施された。受験者数は全

期間を通じて 560〜637 名の範囲で推移し、出題構成・試験時間は 7 回を通じて変更がなかった。訂正事項（正誤

表）の発生は全回を通じて確認されなかった。出題範囲については、民法改正への対応が各回の受験要綱に順次

反映されており、施行状況に即した出題が継続的に維持されていることが確認される。 

テスト得点の記述統計について 

各科目の平均点は回によって一定の変動を示し、憲法では 28.2〜35.0 点、刑法では 27.1〜39.6 点、民法では 43.5

〜52.2 点の範囲で推移した。3 科目合計の平均点は 101.7〜122.4 点（満点 175 点）であった。標準偏差は各科目と

も概ね 6〜11 点の範囲で安定しており、受験者集団における得点の分散が適切に確保されていることが示される。

最高点・最低点の分布にも特段の異常は認められず、各回の得点分布は測定ツールとして適切な水準を示してい

る。 

内的一貫性について 

内的一貫性の指標である KR-20（推定）は、第 2〜7 回において 3 科目合計で 0.90 以上（0.90〜0.93）を維持した。

教育測定における慣例的基準において 0.90 以上は高い内的一貫性を示す水準とされており、本試験はこの基準を

第 2～7 回のすべてにおいて満たしている。科目別の KR-20（推定）は憲法 0.65〜0.78、刑法 0.63〜0.80、民法 0.73

〜0.83 の範囲にあり、3 科目合計より低くなっているが、Spearman-Brown 公式による 105 問換算値（0.86〜0.93）が

3 科目合計の実測値とほぼ一致することから、この差は主として問題数の少なさによるものであり、問題セットの測

定能力の欠陥を意味しない。なお、第 1 回については内部資料の制約から KR-21（推定）による参考値（3 科目合計

0.86）であるが、同水準の内的一貫性が第 1 回当初から確保されていたことを示唆する。 

安定性について 

識別力の分布は第 2〜7 回を通じて各科目で安定した構成を維持しており、識別力 0.40 以上の問題が毎回一定数

確保されている。KR-20（推定）の推移においても、特定の回に突出した変動は見られず、試験の測定特性が制度的

に極めて安定していることが示される。 

 

出題形式の統計的特性について 

識別力が負または低水準となる問題が正誤式問題を中心に存在する。これは 2 択という構造的特性による統計的

変動であり、問題項目の内容的欠陥を意味しない。3 科目合計の KR-20（推定）が高水準を維持していることは、こう

した少数の外れ値が問題セット全体の内的一貫性を損なっていないことを実証的に示している。 

 

結論 

以上により、法科大学院共通到達度確認試験は、古典的テスト理論の観点から、第 1 回から第 7 回にわたり、内的

一貫性・識別力をはじめとする CTT の諸指標において高い水準を維持し、安定した測定ツールとして機能してきたと

評価できる。 

 

本レポートが示した内的一貫性の高さは、本試験の構成概念妥当性の論証の一環として位置づけられる。この内的

構造の分析に加え、内容面では、20 数名の研究者教員からなる作題委員会による科目別の集団的審議と法曹三

者を含む合同フィードバック会議が、出題内容の体系的質保障を担っている（第 1 部 1-2 節参照）。予測面では、共

通到達度確認試験管理委員会が継続的に実施している追跡調査において、試験スコアが法科大学院での学修成

果および司法試験合否と有意に連動することが確認されている（共通到達度確認試験管理委員会, 2026）。これらの

取り組みと知見は総じて、本試験が法科大学院教育の質保障に資する共通評価基盤として確立されていることを示

している。 
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